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1.　はじめに
現在、人間活動の影響により、生物の多様性が地球レベルで急速に失われつつあり、その保全の必要性が叫ばれている。中でも、企業活動が生物多様性に与える影響は大きい。このような状況の中、国際環境NGOであるFoE Japanは、企業がその社会的責任（CSR- Corporate Social Responsibility）として、生物多様性の保全に貢献すべきであると考え、平成19年度の環境省の「NGO/NPO・企業等政策提言」に応募し、優秀提言として採択された。
上記の提言においてFoE Japanは、多くの日本企業の生物多様性保全への取組みが遅れている理由として、生物多様性保全活動を評価する客観的な基準が確立されていないことがあり、その基準作成においては主要なステークホルダーであるNGO/NPOの視点が重要であると指摘した。
平成20年度に実施した本調査は、上記の提言に基づき、環境省からの請負によって実施されたものであり、市民社会の視点から企業の生物多様性保全活動を客観的に評価するための基準案を作成することを目的としている。
本調査を実施するために、FoE Japanは、有識者及びNGO/NPOで構成する検討委員会を設置した。この評価基準は、検討委員会の意見を取りまとめたものである。
本基準は、市民やNGO/NPOが企業の生物多様性保全に向けたマネジメント努力とその成果を評価するための基準として作成したが、企業がCSRとして生物多様性保全の方針を定め、目標と計画を策定する際の参考とすることもできる。

2. 企業理念･方針の中での生物多様性の位置づけ
企業が真の意味で生物多様性保全に責任を持ち、かつ貢献するには、その経営理念・方針の中に生物多様性保全を明確に位置付けることが必要である。現実には、企業の理念や方針の中にそれを明記していなくても、生物多様性保全活動を実施している企業が多くあるが、企業の理念や方針によって根拠づけられないそのような活動は、永続性が疑問視される。

このような企業の生物多様性に関する理念・方針は、下記のような国際的又は国内に存在する基本的概念に基づいていることが求められる。

1 生物多様性の定義

2 生物多様性の価値

3 生物多様性の保全における企業の責任

4 予防的アプローチと順応的管理
5 生態系・生息地保護

6 先住民族と地域社会への責任と配慮

7 生物資源の利用から生じる利益の公正かつ公平な配分

上記の基本的概念について、以下で概要を説明する。

(1) 生物多様性の定義

生物多様性とは，種々さまざまな生物が存在していることである
)．生物多様性は，地球上に生物が誕生したおよそ40億年前からという長い期間の間に進化・分化を重ねてつくられてきたものである。
生物多様性条約では、生物多様性は、「すべての生物（陸上生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様性を含む」（第2条）と定義されている。
このように、生物多様性は、①種、②遺伝子、③生態系の３つのレベルで捉えることができる。

1 「種」の多様性：種は、繁殖上の単位であり、生物の分類の基本単位である。現在、地球上には既知の種は少なくとも140万種あるが、未だ発見されていないものも多数あり、それらを合わせると数千万種以上の種が存在するともいわれている。自然界は、このような多数の種が互いに関連しあって構成されているので、一つの種の絶滅が、自然界の他の種にも影響を与え、その生態系の破壊に繋がる可能性がある。

2 「遺伝子」の多様性：生物を分類する上で種より下位のレベルの、個体間の遺伝的な多様性（種内の多様性＝DNAの塩基配列の違い）である。一つの種が存続し、進化を続けていくためには、種の中での遺伝的多様性が必要である。そのためには、地域の個体群
)を保全する必要がある。
3 「生態系」の多様性：生態系とは、ある地域に生息・生育する生物とそれをとりまく水・空気・土などのまとまりである。生態系の多様性とは、世界各地にさまざまな固有の生態系が存在することをいう。多様な生態系には、多様な種が存在する。このため、種の保全のためには、生物に生活の場を提供している固有の生態系の保全が必要である。

　以上のことから、生物多様性とは、地球上で、種々さまざまな動物、植物、微生物などが相互に関連しながら生きていることということができる。
(2) 生物多様性の価値：

　私たち人間の生活は、生物多様性のもたらすさまざまな恩恵を受けることによって成り立っている。生物多様性は人類の存続の基盤であるといえる。

具体的にいうと、生物多様性は人間に対し、次のような恩恵をもたらしている。
· 供給：食料、水、木材、繊維、遺伝資源などの資源の供給

· 調整：気候や洪水の調整、廃棄物処理（微生物などによる分解）、水質浄化など

· 文化：レクリエーション、審美的・精神的な恩恵など

· 生態系の基盤：栄養塩の循環、土壌形成、光合成など

生物多様性の保全を進めることでより向上する人間の生活上の便益には次のようなものが挙げられる。

· 生活のための基本的物資（食料、住居、衣料などの材料）を得る

· 健康（自然に接することで快適な気分となることや、清浄な水や空気が得られる）

· 良好な社会関係（地域の生物多様性に深く関連する文化や社会活動を通じて人々が良好な社会を形成する）

· 安全（洪水などの災害が減る）

· 教育（大人も子どもも、より豊かな自然に触れることで精神的に成長できる）

· 科学技術（生物遺伝資源を用いた医薬品の開発、農作物の品種改良など）

· 選択と行動の自由（上記の条件がより改善されることで、より安全で良好な社会が形成されることや、教育などを通じ、人々が個人の価値観で自由に行動できる）
· 生物多様性には、倫理的、歴史的、文化的、宗教的価値などの多面的な価値があるとの主張もある。
　また、生物多様性は、上記のような人間の視点からの価値に関わらず、その存在自体に価値があるとする考えもある。このため企業は、人間にとって価値があるか否かにかかわらず、すべての種とその多様性を保全しなければならないとされる。

(3) 企業の責務：

企業は社会の中で活動し、社会と環境に対し大きな影響を与えている。このため、企業は責任のある「良き企業市民」として行動することが求められる。特にグローバリゼーションが進展した現代においては、企業は、国内のみならず海外においても、持続可能な社会の実現に向けて、自らの責務と社会からの期待を自覚し、自主的に社会と環境に対する負の影響を減らし、正の影響を高めていくことが求められている。

このことは、人類の生存基盤を守るために不可欠であるが、人間活動によって著しく減少している生物多様性の保全についても当てはまる。

生物多様性は、人類共通の財産であるので、企業が営利目的の活動により持続不可能な形で利用したり、破壊したりしてはならない。よって企業は、生物多様性の保全と持続可能な利用に最善を尽くすべきである。

このため、具体的には、企業は、生物多様性とそれに関連する市民の生活や文化に対する負の影響を回避又は低減するべきである。

　また、企業は、サプライヤーからの原材料や製品の購入を通じ、また、製品の販売を通じ、間接的に生物多様性へ負の影響を与えている。このため、自社の直接の活動による生物多様性への影響のみならず、そのサプライチェーンを含めたバリューチェーン
)において生物多様性へ与える影響を回避又は低減するよう努めるべきである。
(4) 予防的アプローチと順応的管理

　自然界で生物多様性が維持されているメカニズムには、科学的に未解明の部分が大きく、人間の活動と生物多様性の変化との間の因果関係を明らかにすることは容易ではない。しかし、因果関係が明らかになるまで何もしないで待っていると、生物多様性の不可逆的な損失が生じる恐れがある。生物種の絶滅は、不可逆的な損失の代表的な例である。このような科学的な不確実さがある場合には、予防的アプローチや順応的管理が求められる。

予防的アプローチは、ある物質や活動が環境に重大かつ不可逆的な影響を与えるおそれがある場合、影響を与えることを証明する科学的証拠が不十分な場合でも、そうしたおそれを回避するため、あるいは最小にするための措置をとることを延期する理由とすべきではないという考え方である。

生物多様性条約の前文では、「生物の多様性の著しい減少又は喪失のおそれがある場合には、科学的な確実性が十分にないことをもって、そのようなおそれを回避し又は最小にするための措置をとることを延期する理由とすべきではない」としている。

日本の生物多様性基本法（2008年）においては、「科学的知見の充実に努めつつ生物の多様性を保全する予防的な取組方法」により対応すべきことを規定している。

順応的管理は、生態系の保全管理の原則の一つである。生態系の反応は非常に複雑であるため、我々の知識が進んだとしても、より良く保全管理するために継続的に学ぶ必要がある。したがって、保全管理は、実験として取り組むべきであり、不確実さに関しては柔軟に対応し順応的に対応することが必要不可欠である（Meffeら、1997）。

生物多様性基本法（2008年）においては、事業等の着手後においても生物の多様性の状況を監視し、その監視の結果に科学的な評価を加え、これを当該事業等に反映させる順応的な取組方法により対応すべきとしている（第３条）。

（5）生態系、生息地の保護：
　先に述べたように、生物種の保全のためには、地域の個体群とそれらが生息する生態系を保全する必要がある。また、その保全は、自然の生息地における保全（生息域内保全）が望ましいことは言うまでもない。このため、生物多様性条約では、「生物の多様性の保全のための基本的な要件は、生態系及び自然の生息地の生息域内保全並びに存続可能な種の個体群の自然の生息環境における維持及び回復である」（前文）としている。

　生息域内での保全については、生物多様性条約第8条では、①保護地域の制度の確立、②重要な生物資源についての規制・管理、③生態系・生息地の保護や、存続可能な種の個体数の維持、④保護地域の隣接地の開発における環境上の配慮、⑤劣化した生態系の修復・復元、脅威にさらされている種の回復、⑥バイオテクノロジーによって改変された生物の規制、⑦外来種の導入防止・駆除などを求めている。

 (6)　先住民族と地域社会の重要性：
　世界の多くの地域では、生物多様性から得られる生物資源に依存する伝統的な生活を行い、地域に特有な生物資源が独自の伝統文化の基盤となっている先住民族が今なお存在する。また、地域住民もその地域の生物多様性の恩恵に依存し、地域独自の文化の基盤を得ている場合が多い。
したがって、地域の生物多様性を保全することは、そこで生活している人たちの「文化」や「伝統」を守ることでもある。そうした伝統的な生物資源の利用に関する知識には、企業による商業利用が可能なものもある。また逆に、その地域の生物多様性はそうした先住民族や地域住民の活動によって支え守られてもいる。
　生物多様性条約においても、このような先住民族社会や地域社会の保持する知識、工夫、慣行などは、尊重、保存、維持すべきであり、また、そうした知識などの広い利用にあたっては、そのような人々の参加と承認を得て、その知識などの利用がもたらす利益の公平な配分を奨励すべきであるとされている（第8条（j））（利益配分は次の項目を参照）。 

(7) 生物資源の利用から生じる利益の公正かつ公平な配分

生物資源
)の持続可能な利用は、生物多様性条約の目的の一つである。これを実現するためには、生物資源を提供する地域において当該資源が長期的に減少しないような持続可能な管理を行うことが不可欠である。このような管理は資源提供者の負担によって行われていることから、そこで得られる資源を利用する者は、その利用から得られる商業的利益を資源提供者と公正かつ公平に配分すべきである。そうでないと、資源提供者は、持続可能な資源管理を継続して行うことができず、資源は枯渇してしまう可能性がある。

生物多様性条約では、「遺伝資源
)の利用から生ずる利益(benefit)の公正(fair)かつ衡平(equitable)な配分をこの条約の関係規定に従って実現すること」を第3の目的としており（第1条）、利益配分は、遺伝資源に限定している。しかし、上述の理由により、例えば農作物などの生物自体の利用においても、利用国はその利用から得られる利益の公正かつ公平な配分を行うべきである。

以上のことから、本評価基準では、遺伝資源のみならず生物自体なども含めた「生物資源」について、公正かつ公平な利益配分を行うべきとの考えに立つこととした。
なお、生物多様性条約の邦訳（外務省訳）で用いられている「衡平」という用語はequitableの訳語であるが
)、一般には使用されることが稀で、一般市民には理解しがたい。本検討委員会では、これは、通常使われる「公平」と訳しても支障がないものと判断し、「公平」を用いることとした
)。
3. 企業活動が生物多様性へ与える影響とそれへの対応

3.1 本評価基準が対象とする企業活動

本評価基準では、企業が業務として行う活動を、「企業の本業」と「社会貢献活動」（本業以外で社会的課題解決を目的とする活動）の2つに分けて考える。

(1) 企業の本業
企業の本業が生物多様性へ与える影響を「直接影響」と「間接影響」に分けて考える。企業活動が環境に与える影響を、このように分ける例としては、GRIガイドライン（2006）において、「直接的な影響に加え、間接的な影響（サプライチェーンにおける影響など）を含めて、報告組織の事業活動、製品及びサービスに関連して生物多様性に及ぼす著しい影響を特定する」とある。

なお、企業を含めた事業者
）の責務としては、2008年に成立した生物多様性基本法には、以下のとおり、直接影響も間接影響についても対応することが求められている。

· 事業者は、基本原則にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、事業活動が生物の多様性に及ぼす影響を把握する。

· 他の事業者その他の関係者と連携を図りつつ生物の多様性に配慮した事業活動を行うこと等により、生物の多様性に及ぼす影響の低減及び持続可能な利用に努めるものとする。
この「持続可能な利用」とは、「現在及び将来の世代の人間が生物の多様性の恵沢を享受するとともに人類の存続の基盤である生物の多様性が将来にわたって維持されるよう、生物その他の生物の多様性の構成要素及び生物の多様性の恵沢の長期的な減少をもたらさない方法（以下「持続可能な方法」という。）により生物の多様性の構成要素を利用することをいう」（第2条）とされている。

(a) 直接影響：企業活動による土地の改変や利用などが生態系や地域社会へ与える影響（一次的影響のみならず、それによって生じる二次的な影響を含む）

　

土地の利用には、工場等の建設、操業などを含む。生物多様性へ与える影響は、工場等の敷地内だけでなく周辺地域への影響を含む(例：排水による影響など)。また、生物多様性のみならず、開発地域における生態系の劣化による影響として、それまで豊かな生態系に依存して営まれていた地域社会の経済的側面及び社会制度的・精神的側面への影響もある。先住民の伝統的な生活など地域文化の多様性への影響も含まれる。影響には、負の影響もあれば、正の影響もある。

(b) 間接影響：企業のサプライチェーン／バリューチェーンを通じた影響

企業が、サプライヤーから原材料・製品やサービスを購入することは、そのサプライチェーンを通じ、生物多様性に対して間接的な影響を与えることを意味する。また、企業が川下の企業や一般消費者へ製品を販売することは、そのバリューチェーンを通じ、生物多様性に対して間接的な影響を与えることを意味している。ただし、間接影響であるため直接影響よりも影響度が低いとか、企業としての責任の度合いが低いということはなく、直接影響よりも間接影響の方が影響の度合いが大きいこともしばしばある。同様に、そうした製品やサービスの最終消費者である一般消費者は、製品やサービスの購入を通じて生物多様性へ間接的ではあるが非常に大きな影響を与えている。
金融機関は、企業への投融資活動を通じて間接的に生物多様性へ大きな影響を与えている。
(2) 社会貢献活動： 社会的課題解決のために、企業が、本業以外で、企業自体の業務として実施する、社会に寄与する活動。
社会貢献活動といえども、生物多様性へ与える影響には直接、間接のものがある点では、上記の直接影響、間接影響という枠組みの中で考えることは可能である。しかし、社会貢献活動は、社会的課題解決が目的であり、本業の目的とは異なっていることから、同じ基準で評価することができないと考えられるため、評価対象としては別個なものとした。
生物多様性に関する社会貢献活動の例としては、社員による生態系保全活動、自社商品・サービスを通した環境教育、生態系保全活動への寄付などが挙げられる。また、社会活動には、本業における資源を活用したものや、本業の維持・発展のために必要な社会的基盤の強化に資するものもある。

なお、このような活動は、企業の短期的な利益を目的としたものではないが、それを通じて新たなビジネスチャンスが見つかる場合、社員教育に資する場合、企業イメージが向上する場合などがあり、長期的には企業の利益に結びつく可能性があると考えられている。
3.2 直接影響への対応（ミティゲーション）
企業活動において土地を改変し利用する場合、その多くは対象となる土地や周辺の土地の生物多様性に対して負の影響を与える。このような負の影響を軽減することは、まとめて「ミティゲーション（緩和）」と呼ばれており、その具体的手法としては、回避、最小化、代償という種類と優先順序がある。このようなミティゲーションの義務は、多くの国の環境影響評価関連制度において既に法制化されている。

日本でも、環境影響評価法（1997年）に基づき、国が関与する大規模な開発プロジェクトに対しては、その環境影響を回避し、低減し、必要に応じて代償措置を行うことにより、負の影響をできる限り減らすことが求められている
）。また、企業活動に対しては都道府県条例レベルでその一部が環境影響評価の対象になっている。

一方、米国では、公共か民間かの区別なく、水質浄化法(Clean Water Act)により、開発の前後でのウェットランド（湿地、河川、湖沼など）の総面積と質が現状維持されること、即ち、ノーネットロス（no net loss）が事業者に義務づけられている。また、同国の絶滅危惧種法（Endangered Species Act）では、絶滅危惧種の中でもっとも絶滅リスクの高いカテゴリー１の指定種についてはノーロス（即ち、開発などの中止）を、カテゴリー２および３の指定種についてはノーネットロス（即ち、代償ミティゲーションによる損失の相殺）が政策目標となっている。このように米国では、生物多様性に対する影響を回避、最小化した後の残余の負の影響を代償ミティゲーションによって相殺（オフセット）し、ネットでの影響をゼロとすることが法律で義務化されている。

また、近年、米国以外の国でもノーネットロス政策及びそれを実現するための代償ミティゲーションが普及しつつあり、それらの国では「代償ミティゲーション」を「生物多様性オフセット」と称することが多い。EUではHabitat Directive やBird Directiveにより全加盟国に対して生物多様性オフセットを義務づけており、ドイツ、イギリス、オランダ、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、ブラジル、メキシコなどの国では、ノーネットロスを目標とした生物多様性オフセットが既に制度化されている。

IFC（国際金融公社）（2006）による｢社会と環境の持続可能性に関するパフォーマンス基準｣によれば、自然生息地の一切の転換または劣化は適切にミティゲーションすべきであり、そのミティゲーション方策は生物多様性が「純減しない」ように計画されるべきであり、その方法の一つとして、生態学的に類似した生物多様性のために管理される地域を設定することを通じた「損失の相殺」が含まれている
)。

また、生物多様性オフセットを企業の社会的責任（CSR）として自主的に実施しようとする動きがある。その中心的存在であるBBOP
)は、生物多様性オフセットを「生物多様性のネットでの損失をゼロ(ノーネットロス)又は正（ネットゲイン）とすることを確保するための、インフラプロジェクトによって生じる生物多様性の不可避の影響を代償することを目的とした保全行動」と定義している。

このような生物多様性オフセットには、本来は開発すべきでない自然を開発し、その影響を回避・最小化する努力を怠ったりするための道具（隠れ蓑）として用いられるのではないかという批判がある。BBOPでは、このような批判に対しては、オフセットが適用されるのは、そもそもの開発自体が合法的で適切であるとされている場合において、開発者が生物多様性への影響を回避し最小化するための最大限の努力を行った場合にのみ、検討すべき手段であり、回避・最小化努力を行った後に残る生物多様性への不可避の影響を低減するための最後の手段として用いるべきものとしている。

BBOPでは、上記のように生物多様性オフセットの適用を限定的に明記しているが、これはオフセットが特別の場合にのみ実施されるという意味ではない。生物多様性オフセットは、開発事業が中止されない限り、回避、代償の努力をしても必ず残る負の影響があることから、これに対して必ず代償しなければならない、ということである。

どのような生物多様性保全活動を生物多様性オフセットとして実施するかは、ケースバイケースで判断する必要がある。BBOPでは、下記のように保全活動を事例として取り上げている。

· 保護が効果的でない保護区の強化：森林保全区の中で管理が不十分である地域において、劣化した地域に現地固有種を植樹したり侵略的外来種を除去することにより、その保全レベルを改善する。

· 保護されていない地域を保護する：例えば、地域の生物多様性の保護管理者となることを当該地域の住民と合意することにより、当該地域の生物多様性を保全する。
· 生物多様性の喪失の原因に対応する：地域住民との協働で、持続可能ではない活動（現状で生物多様性を喪失させているもの。例えば、森林での木炭生産や食料作物の栽培など）を止めるよう、代替する持続可能な生活を支援する。

· 生物学的回廊
)を設置する：保護区と保護区の間に動物などが移動可能な回廊を提供する。

· バッファーゾーン（緩衝地）
)を確保する：例えば、バッファーゾーンが不足している国立公園の周辺に確保する。

米国における代償ミティゲーションでは、開発事業者自身あるいは第三者が開発地以外の土地の生物多様性を事前に復元・創造・保全し、そこでの生物多様性の改善度合いをクレジット化して開発事業者に売ることによって、利益を生むという「ミティゲーション・バンク」（生物多様性バンクとも呼ばれる）の利用を国が促進しており、さまざまな投資家によって営利目的のバンクが既に多く設立され、運用されている。このような手法は、米国以外にもドイツやオーストラリアでも盛んになりつつあり、土地の確保を伴う生物多様性保全のための経済的手法の一つとして世界的に注目されている。

企業が社会的責任（CSR）として自主的に行っている例としては、リオ・ティント社 (英と豪に本社をもつ世界第２位の鉱山会社)は生物多様性へのネットでの正の影響を目標とし、マダガスカル等で生物多様性オフセットを実施している（Rio Tinto、2008）
）。
4. 評価基準案

本検討委員会では、企業の生物多様性保全活動の評価基準は、下記の2つの視点から検討することとした。
1 マネジメント評価基準
市民やNGO/NPOなどの外部から企業のマネジメントを評価する場合には、企業が適切な理念や方針を掲げているか、その方針を実現するために必要な社内体制を構築しているか、さらに、その体制に下で、適切に計画を実施し、点検し、継続的に改善しているかを評価することが重要である。したがって、本検討委員会では、これらの視点から企業の生物多様性保全のマネジメントを評価する基準を検討した。しかし、マネジメントの評価においては、企業が実際に生物多様性へ与えている影響やその改善レベルは問わないため、その影響の度合い等を評価するためには、以下に述べる「パフォーマンス指標」を用いる必要がある。

2 パフォーマンス評価基準
パフォーマンス評価基準は、企業がその活動や扱う製品のライフサイクルにおいて生物多様性へ与える影響を評価する基準である。影響の中には直接的な影響のほかに、間接的な影響（例：原材料調達）も含まれる。

パフォーマンス評価としては、理想的には、企業活動が影響を与える地域における生物多様性の「状態」（例：当該地域に生息する生物種の数と種ごとの個体数）がどのように変化したかを測定することによって求められる。しかし、このような「状態」に関する指標は、現実には科学的、費用的、時間的な制約からその測定が難しい。このため、企業のパフォーマンス評価は、企業活動が生物多様性のある側面に対してに対しどの程度の大きさの影響を与えているかを明らかにすることによって行うことが現実的である。本検討委員会では、このような考え方に立ってパフォーマンス評価基準を検討した。
4.1 マネジメント評価基準

既に述べた通り、マネジメント評価基準は、企業が生物多様性保全のために自らの活動の継続的な改善を図ることを目的としたマネジメント努力（理念・方針、計画、実施、点検、改善）を評価する基準である。
本検討委員会では、このようなマネジメントのプロセスに従って、下記の通り、評価基準案を作成した。

4.1.1 経営方針
基準M1　企業の経営方針に生物多様性の保全を組み込んでいること
（本基準の説明）

企業活動を通して生物多様性に影響を与えている企業には、その影響をできるだけ低減する社会的責任がある。なぜならば、生物多様性は人類共通の財産であり、企業がそのような財産を減らすことは、社会全体に不利益をもたらすことになるためである。企業は生物多様性を保全する責任を果たそうとするのであれば、経営方針の中にそのことを明記する必要がある。

本基準はこのように、企業が、経営方針の中に生物多様性の保全を組み込んでいることを評価するものである。しかし、企業の生物多様性への取り組みは、単に経営方針に生物多様性の保全を明記するだけでは十分ではない。既に述べた生物多様性保全に関する国際的または国内的に合意された基本概念に基づいて、生物多様性の保全に関する方針を定め（基準M2）、体制を整備し（基準M3，M4）、実施し（基準M5、M6、M7）、点検・改善（基準M8，M9，M10）を実施している必要がある。

なお、企業は、生物多様性保全を組み込んだ経営方針を定めるだけでなく、それを環境報告書、CSR報告書、年次報告書、Webサイト等（以下、「環境報告書等」という）で公表していることが求められる。

　
基準M2 企業として生物多様性に与える影響をすべての側面で量的、質的に低減することを方針としていること
（本基準の説明）

　企業が生物多様性に与える影響には、土地の改変や汚染物質の排出などによる直接影響と、原材料・製品などの購入を通じた間接影響がある。このような影響はできる限り低減する努力が行われるべきであることは議論の余地がない。しかし、そうした努力を行ったとしても、企業活動が量的に拡大する場合（例：生産量の増加、新しい工場の建設など）には、生物多様性への影響の総量も結果的に増大する場合が多いであろう。現在、世界的に生物多様性の喪失が懸念されている中、環境への影響の量的拡大を許容するような企業活動のあり方そのものに、根本的な転換が求められている。

　以上のことから、新しい時代の企業に求められることは、仮に企業活動が量的に増大した場合でも、生物多様性に与える影響の総量は拡大させないだけでなく、さまざまな努力によって、それを低減することであろう。

しかし、企業が生物多様性に与える影響の総量を把握するための評価手法は確立されていない。したがって、現状では、側面ごとに、定量的に測定できるものは定量的に、そうでないものは定性的に評価し、それぞれにおいて影響を低減させていることを評価することが現実的な解決策であろう。

定量的に評価可能な指標を用いることによって、生物多様性への影響を総量として軽減する方針を採用している企業としては、下記の例がある。

· リオ・ティント（英/豪の鉱山会社）は、生物多様性へのネットでの正の影響を与えることを経営方針に掲げている(Rio Tinto, 2008)。

· ブリストル・マイヤーズ・スクイブ（米の製薬会社）は、生物多様性の豊かな土地を購入し、永久に保全することとしており、2010年までに自社の研究開発、生産、流通や事務所のために使用している土地の総面積と同じ面積の土地を保護することを目標とし、2005年にこれを達成した（Bristol-Myers-Squibb, 2007)。
· ウォール・マート（米、小売業）は、土地へのフットプリント（負荷）を相殺（オフセット）するため、2005年4月から、自社が占有している土地及び2015年までに開発する予定のすべての土地の面積に対し、少なくても同じ面積の重要な野生動物の生息地を永久に保全する計画を進めている（Wal-mart, 2008)。

本基準は、上記の考え方から、企業が生物多様性に与える影響をすべての側面で量的、質的に低減する方針を採用していることを評価するものである。

　なお、企業は、この方針を採用したことを環境報告書等で公表していることが求められる。

（検討課題）企業活動が生物多様性へ与えるさまざまな影響を総量として測定できる手法を開発すること。

4.1.2 管理体制
上記基準M1、2に述べた生物多様性保全の方針を実現するためには、企業は具体的な目標とその実施方法を定めた計画を持ち、それを実施するための体制（組織）を整備している必要がある。

基準M３、４は、企業のこのような体制を整備しているかどうかを評価するための基準である。

基準M3　企業の環境管理システムの中に生物多様性保全管理を組み込んでいること
（本基準の説明）

本基準は、企業が既に構築し運用しているISO14001などの環境管理システムの中に生物多様性保全に関する方針に基づく保全管理を組み込んでいることを評価するものである。

　

なお、企業は、環境管理システムに生物多様性保全管理を組み込んでいることを環境報告書等で公表していることが求められる。
基準M4　生物多様性保全の視点で事業活動を統括し、生物多様性保全を推進する体制が構築されていること
（本基準の説明）

　本基準は、企業が生物多様性保全管理を実施するための社内体制が構築されていることを評価するものである。

　具体的には、生物多様性に関するすべての活動を統括し、役員会に報告を行い、役員会の決定を実施することに責任を持つ担当者が企業内で指名されていることが求められる。

　

なお、企業は、生物多様性保全管理を実施する社内体制と、その担当者を環境報告書等で公表していることが求められる。
4.1.3 実施
実施に関する基準は、企業が上記の経営方針と体制に基づいて行う生物多様性保全活動の実施状況を評価する基準である。

基準M5　企業活動が生物多様性に与える影響について分析し、その結果を公表していること

（本基準の説明）

　企業活動が生物多様性に与える影響には、直接的な影響のみならず間接的な影響もある。本基準は、企業活動が生物多様性に与える影響を直接影響や間接影響を含めて調査・分析し、その結果を公表していることを評価するものである。

　具体的には、下記が求められる。

· 企業活動が、自社の所有、貸借、管理している土地およびその隣接地における生物多様性へ与える影響を把握し、公表していること
· 事業により影響を受ける生物多様性についてのリスクを把握し、そのリスクに対する行動の有無や効果に関するすべての情報を公表していること（リスクには、企業が排出する化学物質による環境影響なども含まれる）
· サプライチェーンを含めたバリューチェーンを通じた間接的な生物多様性への影響
　　なお、企業は、生物多様性への影響を分析した結果を環境報告書等で公表していることが求められる。
基準M6　生物多様性保全活動を改善するため、研究機関やNGO/NPOなどの協力を得ていること
（本基準の説明）

　生物多様性の保全は、専門的な知識や経験なしには実施不可能である。

本基準は、企業が生物多様性保全を効果的に行うよう、外部の研究機関やNGO/NPOの協力を得ていることを評価するものである。

　なお、企業は、生物多様性保全のために協力を得ている外部の研究機関やNGO/NPOの名称および協力内容の概要を環境報告書等で公表していることが求められる。
基準M7　環境報告書等にて、生物多様性保全に関するすべての活動実績を公表していること
（本基準の説明）
　本基準は、企業の生物多様性保全活動のすべての実績を公表していることを評価するものである。

　環境報告書等で活動実績を公表する場合には、下記が求められる。

· 設定した生物多様性保全目標の達成度を明らかにしていること

· 公開するすべての情報は、正確であること

· 企業にとって不利益な情報も公表していること

· 特に広告においては、事実の誇張や誤解をまねく表現を避けていること

4.1.4 点検・改善
点検・改善に関する基準は、企業が実施したことを自ら点検するだけでなく、外部からの意見を積極的に受け入れて、それを基に方針や計画の見直し・修正を行っていることを評価するものである。

基準M8　企業活動が生物多様性に与える影響を定期的に確認し、目標を達成するために必要があれば計画を修正していること
（本基準の説明）
　既に述べたように、生物多様性には科学的な不確実性があり、生物多様性に影響を与える企業は、その保全のために、予防的アプローチと順応的管理を採用することが求められている。

本基準は、企業活動が生物多様性へ与える影響を定期的（少なくとも年1回）に社内で確認する作業を行い、その結果、目標を達成するために不十分な点があれば、それを改善するために計画を変更していることを評価するものである。

この確認作業においては、下記のことが望まれる。

· 生物多様性について専門知識や経験を有する研究機関やNGO/NPOなどの協力を求めること（基準M6参照）。
· できるだけ多くのステークホルダーと積極的に対話し、そこから得られる意見を取り入れ、計画の見直しに可能な限り反映させること（基準M９参照）

なお、企業は、生物多様性に与える影響を定期的に確認したこと、その結果に基づいて計画を修正した場合にはその修正内容を、修正すべき事項がなかった場合にはその旨を環境報告書等で公表していることが求められる。
基準M9　ステークホルダーと積極的に対話し、そこから得られた意見を生物多様性保全に関する方針などに反映させていること。また、外部者からの苦情や意見などについても対応する窓口を設置し、同様に方針に反映させていること。

（本基準の説明）

　CSR経営においては、さまざまなステークホルダーの期待を経営に取り入れていくことが求められている。

　本基準は、ステークホルダーと積極的に対話し、また、外部者からの苦情等に対応する窓口を設置し、これらから得られた意見を生物多様性保全に関する方針に反映させていることを評価するものである。

　なお、企業は、ステークホルダーと行った対話の概要、設置されている相談窓口（連絡先）、外部者の意見によって生物多様性保全に関する方針などを変更した場合にはその内容を、変更がなかった場合にはその旨を環境報告書等により公表していることが求められる。
基準M10　NGO/NPOなど第三者からの外部評価を受けていること
（本基準の説明）
　本基準は、生物多様性保全に関する活動全般にわたって、NGO/NPOや研究機関などの第三者からの外部評価を受けていることを評価するものである。

　この第三者とは、当該企業との直接的な利害関係がない機関を意味する。

　外部評価においては、本評価基準案のレベル評価表（別表）を用いることが望ましい

なお、企業は、外部評価を受けたこと及びその結果概要を環境報告書等により公表することが求められる。
4.2 パフォーマンス評価基準

　パフォーマンス評価基準は、企業活動が生物多様性に与える影響を客観的に評価するための基準である。

4.2.1 直接影響
基準P1　直接影響（生物多様性への影響）：

企業の事業が生物多様性へ与える負の影響を回避し、最小化し、代償を行うことにより、ネットでの影響をゼロ（ノーネットロス）または正（ネットゲイン）としていること。
（本基準の説明）

企業の事業活動において土地を改変し利用する場合には、その対象となる土地や周辺の土地の生物多様性に対し、負の影響を与える。3.2で既に述べたように、このような負の影響を軽減することは「ミティゲーション（緩和）」と呼ばれ、回避、最小化、代償という種類と優先順序がある。生物多様性への影響に対するこのようなミティゲーションの義務は、多くの国の環境影響評価関連制度において既に法制化されている。

本基準は、ミティゲーションが法的に義務化されていない場合であっても、自主的にミティゲーションを実施し、その結果として生物多様性へのネットでの影響をゼロ（ノーネットロス）または正（ネットゲイン）としていることを評価するものである。

　具体的には、下記を実施することが求められる。

· 保護価値の高い土地の転換が関わる場合は、その影響を回避すること
· 企業活動により生物多様性が減少した地域において、生物多様性を元の状態へ復元又は回復すること
· 土地の改変など生物多様性に影響を与える企業活動を行う場合には、環境影響評価を行うこととし、その環境評価の中に生物多様性の保全を組み込むこと。

· 環境影響評価においては、生物多様性の保全上重要な地域では開発を実施せず、それ以外の地域では、まずは影響を可能な限り「回避」する努力を行い、回避できない影響が残る場合にはそれを「最小化」する努力を行い、最小化した後に残る影響については「代償」（生物多様性オフセット）を行うこととし、その結果として生物多様性へのネットでの影響をゼロ（ノーネットロス）または正（ネットゲイン）とすること。
· 事業の企画段階から、当該事業に関連するすべてのステークホルダーの参画を奨励し、彼らに対する説明責任を果たすこと。その過程では、下記を実施すること。
· 生物多様性の保全に関して、社外のステークホルダー（とりわけ事業により影響を受ける者）を特定すること

· 事前の十分な関連情報の提供に基づく当該ステークホルダーの自由意志での合意を目指すこと（少なくとも地域住民からの合意を得ること）。
· 社外のステークホルダーと協働して生物多様性を保全すること

（本基準の適用方法に関する留意点）

企業は、本評価基準の適用に当たっては下記を明確化することが求められる。

1 事業による環境影響範囲の明確化：
直接的影響だけでなく、その結果生じる二次的又は累積的影響が及ぶ範囲を考慮する必要がある。また、生態系の場合、野生生物の繁殖環境や行動範囲（動物：生息環境、テリトリー、餌場、渡りルートなど。植物・菌類：生育環境、他の生物との関わりなど）や流域（Watershed）の広がりに留意する必要がある。

2 開発を回避すべき地域を明らかにするための国際条約、法令、自然保護区等の確認：
事業予定地と、下記の対象地域、対象種の生息・生育地との関係を確認する。事業対象地域の一部または全部がこれらの保護区に含まれる場合には、開発は実施しないこと。

· UNESCO世界遺産条約「自然遺産」

· UNESCO「生物圏保存地域」

· WWFグローバル200プログラム「生態区（エコリージョン）」

· IUCN「自然保護地域」

· IUCN　レッドデータブック　掲載種の生息地
· ラムサール条約登録湿地

· 渡り鳥条約・協定対象種の生息地
· ワシントン条約対象種の生息地
· その他の国際条約保護対象種の生息地
· 国立公園

· 国内法による自然公園・自然環境保全地域

· 国内法による天然記念物・文化遺産等

· 国内版レッドデータブック、リスト掲載種の生息地
3 地域特性別環境の確認：
保全すべき生態系のすべてが国際条約や法令により指定されているとは限らないことから、一般的に保全すべきと考えられている重要な生態系に及ぼされる影響を把握する。そこで、事業対象地域およびその周辺地域が、下記の「危機的な状況にある生息地」
)に含まれているか否かを判定する。

· 絶滅危惧IA類
)または絶滅危惧IＢ類
)の存続に必要な生息地を含む生物多様性の価値が高い地域

· 固有種または生息地域限定種（遺伝的変異種としての亜種）にとって特別な重要性を持つ地域

· 渡り鳥などの移動性種の存続を左右する重大な地域（干潟や湿地、湖沼、島、森林など）

· 群れを成す種の、世界的に重要な集合体または個体数を支える地域

· 種の特異な集合が見られる地域（地域個体群など）、重要な進化の過程に関与している、または、重要な生態系サービスを提供している地域

· 現地の地域社会にとって社会的、経済的、または文化的に重要な意義を持つ生物多様性を有する地域（生物の多様性の持続的な利用に基づく伝統的生態学的知識や技能、祭礼、遊び仕事
）、コミュニティの存在など）。 

4 上記の危機的状況にある生息地では、下記の要求事項を満たさない限り、一切の事業を実施しない。
· ③に記載された種の定着した個体数が生息する危機的状況にある生息地の能力又は③に記載された危機的状況にある生息地の機能に対し、重要な負の影響が無いこと 

· 認識されている一切の絶滅危惧IA類または絶滅危惧IＢ類の個体数に減少が無いこと 

· より軽度な影響は、生物多様性オフセットなどを行うことにより、ネットでの影響をゼロまたは正とすること
)。

（評価手法）

ノーネットロスの目標設定においては、何を基準として測定するのか（例：生息地面積、絶滅危惧種の絶滅リスク）、どのような手法で評価するかを明確にする必要がある。

事業が生物多様性へ与えるネットの影響がゼロ又は正かを評価するための手法としては、米国ではHEP(Habitat Evaluation Procedure)、WET(Wetland Evaluation Technique)等さまざまな手法が開発され適用されている。これらの手法を用いる場合、事業対象地域における生物多様性の状況や、その地域での生物多様性保全政策の優先度を考慮する必要があり、透明性を確保した上で、企業、市民・NGO/NPO、行政等のステークホルダー間のコンセンサス形成が必要である。

なお、企業は、影響の回避、最小化のために行った検討内容（代替案の比較検討を含む）を文書化し、計画決定の前に外部に公表していることが求められる。また、この公表された資料を基に、市民・NGO/NPO等のステークホルダーとの対話を行い、その結果に基づいて必要があれば計画を修正し、その概要を公表していることが求められる。
（今後の課題）

ノーネットロス政策は、多数の絶滅危惧種が存在する日本においても導入の必要性は検討すべきであろう。その場合、ネットでのロスを測定するために、どのような評価手法を用いるかが大きな検討課題である。このような評価方法としては、先進事例を有する米国等で用いられている手法を適用することが考えられる
)。しかし、日本での適用に当たっては、米国等の実情を十分調査し、国情や環境等の差異にも十分配慮し、それらの問題点を考慮した上で、日本として適切な評価方法を検討する必要があるであろう。

基準P2　直接影響（地域社会への影響）：

事業の事前事後の人文社会科学的モニタリングによって明らかとなる地域社会への影響に対し、適切な是正措置を講じていること。

（本基準の説明）

　生物多様性条約の前文において、「伝統的な生活様式を有する多くの原住民の社会及び地域社会が生物資源に緊密かつ伝統的に依存していること並びに生物の多様性の保全及びその構成要素の持続可能な利用に関して伝統的な知識、工夫及び慣行の利用がもたらす利益を衡平に配分することが望ましい」とある。このように、特定の地域社会の生物多様性の保全は、そこに生活している人たちの「文化」と「生活」を守ることである（鬼頭、2007）。

本基準は、生物多様性の保全は、その生物多様性に依存している地域社会へ与える影響も十分に考慮しなければならず、事業によって負の影響が生じる場合には、適正な是正措置を講じていることを評価するものである。

（評価手法）

人文社会科学的モニタリングについては、まだ評価手法は確立されていないが
)、生態系への負荷に伴い地域社会に影響を与える可能性が高い場合は特に、地域社会の経済的側面（生業）、社会制度的側面（集落の慣習）、精神的側面（祭事、伝統的遊び仕事）などの存在有無を評価軸として、地域文化が維持されうるかどうかの評価を行うことが望ましい。

事業によって生じる二次的影響については、企業単独では対処できない影響もあるので、教育学術機関の知見や協力を得て、NGO/NPO、地域社会や地方政府などとの協働が必要となる。

なお、企業は、事業の実施前にその事業が地域社会へ与える影響を適切に調査・予測し、その影響を回避、最小化するために行った検討内容（代替案の比較検討を含む）を文書化し、計画決定の前に、外部に公表することが求められる。また、この公表された資料を基に、企業は市民、NGO/NPO等のステークホルダーと対話し、その結果を踏まえて計画を修正し、この概要を公表していることが求められる。

（今後の課題）

人文社会科学的モニタリングについては、まだ評価手法は確立されていないため、さらに研究が必要である。

基準P3：直接影響（ステークホルダーの参加と事後監視）：

(1) 事業のすべてのライフサイクルにおいて、ステークホルダーの公正な参加があること

(2) 先住民の権利が保護されていること

(3) 事後監視と是正が実施されていること。
（本基準の説明）
事業のすべてのライフサイクルとは、計画段階から終了後までをいう。参加すべきステークホルダーとしては、特に先住民、地域住民、NGO/NPOが重要である。公正な参加には、事前の十分な関連情報の提供に基づく自由意志による同意が必要である。

先住民の権利については、「先住民族の権利に関する国際連合宣言(2007)
)」などを参照すべきである。

　操業時におけるモニタリング項目としては、例えば、音や光源からの生態系や地域社会への影響、また排水処理先や廃棄物処理先における河川や森林などの生態系や地域社会への影響などが想定される。
プロジェクト終了後の土地の復元等が行われた後は、地域の生物多様性の状態の監視と是正においては、順応的管理を採用すべきである。

　なお、企業は、事業の計画段階から終了後にいたるライフサイクル全体において、地域の社会環境へ与える影響をモニタリングし、その結果を公開していることが求められる。
4.2.2 間接影響

基準P4　間接影響（サプライチェーン／バリューチェーン）：

（本基準の説明）
　企業は、自社の川上、川下に位置する他社を含む流通経路を通じて、原材料や製品の調達、製品の生産やサービスの提供を行っている。企業は、このような他社との関係を利用し、協力して生物多様性保全に配慮する責任があると考えられる。

　具体的には、下記を実施することが求められる。

· 川上や川下の企業などに対し、生物多様性条約などの理念を踏まえた生物多様性保全の理念・方針・目標を持つよう働きかけること
· 保護価値の高い生態系へ影響を及ぼす活動によって得られた原材料やそれを用いた製品の調達を回避すること
· 原材料や製品の調達は、生物多様性保全の理念・方針・目標を持つ企業から調達すること

· 生物多様性に配慮した製品を生産・提供すること

P4－(1) サプライチェーンを原料採取段階まで遡って生物多様性へ与える影響を把握し、その影響を回避又は低減していること。この結果、生物多様性保全に配慮した資材・製品の調達・購入率が100％に近づいていること。
（本基準の説明）

本評価基準は、第一にサプライチェーンを原料採取段階まで遡って把握し、その中で生物多様性に著しい負の影響を与えていないかどうかを確認していることを評価するものである。この場合の判断基準としては、本評価基準P1～3を用いることが望ましい。
また、第二には、上記の調査結果により、生物多様性へ著しい負の影響がある場合には、そのサプライヤーからの購入を回避し、回避が現実的には不可能な場合にはサプライヤーへの働きかけ・支援によりその影響を最小化していることを評価するものである。

　さらに、本基準は、以上の努力によって、生物多様性保全に配慮した資材の調達・購入率が100％となることを目標とし、それに近づいていることを評価するものである。なお、生物多様性保全に配慮した資材としては、FSC認証品、MSC認証品、地域の生物多様性保全に配慮した製品（例：兵庫県豊岡市のコウノトリ米）などが挙げられる。

また、農林水産物などについては、流域内で調達すること（地産地消）が、地域における水や物質循環を維持し、地域の生態系の保全に貢献するにも留意すべきである。

（評価方法）

企業がサプライチェーンを原料採取段階まで遡って調査した結果として明らかとなる「生物多様性保全に配慮した資材・製品の購入額（年合計）」が、当該企業の全ての資材・製品の購入額（年合計）に占める比率によって評価する。

なお、企業は、生物多様性保全に配慮した資材・製品の調達・購入率を環境報告書等で公表していることが求められる。
（今後の課題）

個別の企業が、すべての原材料についてサプライチェーンを原材料採取段階まで遡ってその生物多様性への影響を調査することは現実的には非常に難しい。このため、主要な原材料ごとに主要なサプライヤーの生物多様性への影響に関する情報を収集することが有効であろう。

新規の資源投入が少ない製品や、長期使用、リユース、リサイクルが容易な製品の開発も、結果的に原料採取段階における生物多様性への影響を緩和するものである。製品設計においては、このような生物多様性への影響を考慮することが重要である。その意味で、LCAにおいて生物多様性への影響を評価できるような手法の開発も必要であろう
)。
P4－(2)　生物資源の利用から得られる利益を公正かつ公平に配分していること

（本基準の説明）

生物多様性条約の目的の一つは、「遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分をこの条約の関係規定に従って実現すること」（第１条）であるが、本検討委員会では、２(7)で既に述べたように、農作物などの生物を含めた生物資源の利用においても、利用国はその利用から得られる利益の公正かつ公平な配分を行うべきであるとの考え方に立っている。

　利益配分の方法は、生物多様性条約では「相互に合意する条件で行う」とされている（第15条７項）。生物資源の利用から生じる利益の配分においては、先住民や地域住民などのステークホルダーが事前に関連する情報の提供を受けて、自由な意思によって合意する条件で行うことが求められる。
フェアトレード認証品は、本基準と同じ考え方にたったものと考えられる。
（評価方法）

本基準を満たす生物資源の購入額（年合計）が、当該企業の全ての生物資源の購入額（年合計）に占める比率によって評価する。
なお、企業は、生物多様性保全の方針の中で本基準を取り入れていることを環境報告書等の中で公表するとともに、本基準を満たす生物資源の購入率を公表していることが求められる。
P4－(3) 生物多様性に配慮した生産・提供を行っていること

（本基準の説明）

　企業の活動は、その川上の企業を通じるだけでなく、川下の企業や最終消費者を通じても生物多様性へ影響を与える。

　本基準は、企業が、川下において生物多様性へ影響を与えないように配慮された製品を生産・提供していることを評価するものである。

　具体的な製品の例としては、環境中に排出された場合に生物に影響を与えるような化学物質を含まない製品や、自然の中で微生物により容易に分解する材料を用いた製品が考えられる。また、リサイクル原料を用いた製品は、資源採取段階での生物多様性への影響を軽減するものであるから、生物多様性保全に配慮した製品と言える。当該製品が使用後に再びリサイクルされる場合も同様に考えられる。
（評価方法）

企業が生産・提供する生物多様性保全に配慮した製品の金額が、当該企業の全ての生産・提供額に占める比率によって評価する。この場合、金額額に代えて、品目数や重量を用いることも考えられる。

　なお、企業は、生物多様性に配慮した生産・提供を行っている場合には、その概要や全社の生産に占める比率を環境報告書等で公表していることが求められる。
（今後の課題）

評価方法については、さらに研究が必要である。

基準P5　間接影響（金融）

投融資の対象となる事業者が行う事業活動が、直接影響に関する評価基準P１～３を満たしているかどうかを確認し、満たしていない場合には投融資を行っていないこと
（本基準の説明）

多くの民間金融機関が、開発途上国における開発プロジェクトへ投融資を行う際の自主基準として「赤道原則」を採用している。この原則では、環境等への配慮については、IFC（国際金融公社）（2006）による｢社会と環境の持続可能性に関するパフォーマンス基準｣を用いることとしている。この基準によれば、自然生息地の一切の転換または劣化は適切にミティゲーションすべきであり、実施可能な場合には、そのミティゲーション方策は生物多様性が「純減しない」ように計画されるべきで、その方法として、生態学的に類似した生物多様性のために管理される地域を設定することを通じた「損失の相殺」があるが、生物多様性の直接的な利用者への補償との組み合わせも可能としている。
本基準は、民間金融機関が民間事業を含めたあらゆる投融資の際に、その事業者が行うミティゲーションの結果としてノーネットロス又はネットゲインを達成していることを投融資の条件とするものであり、赤道原則以上の基準を採用し、適用していることを評価するものである。

　なお、民間金融機関は、生物多様性保全のために本基準を採用し、それを具体的な案件に適用していることを環境報告書等で公表していることが求められる。
4.2.3 社会貢献活動

基準P6　社会貢献活動：

(1) 生物多様性へ正の影響を実現していること

(2) 地域で生物多様性保全活動する場合には、当該地域で生物多様性保全のために活躍する人々の参加を得て行っていること
（評価基準の説明）

地域社会に働きかける社会貢献活動では、対象地域の生物多様性へ正の影響を与えるかどうかは不確実であるため、学術研究機関等から生物多様性保全に関する専門的な知見と協力を得て計画を立案し、地域住民やNGO/NPOとの互いの学習を通して協働で進めることが望ましい。
また、社会貢献活動の進行に応じて、生物学的及び人文社会科学的モニタリングを行って社会貢献活動の内容にフィードバックし、その活動の内容調整を図ることが望まれる。特に発展途上国においては、地域の生物学的モニタンリグとともに、人文社会学的モニタリングの実施がより必要とされる。

生態系を再生又は創出する場合には、外来種の導入を避け、地域の個体群を用いることが重要である。また、社会貢献活動として実施する生物多様性保全活動は、地域の生物多様性保全に貢献するだけでなく、地域社会の振興に結びつくことが望ましいことから、それらの視点も重要であろう。

本基準は、以上の観点から、社会貢献としての生物多様性保全活動を定量的に評価することによって正の影響を実現するとともに、地域で生物多様性の保全活動をする場合には、当該地域で生物多様性保全のために活躍する人々の参加を得て行っていることを評価するものである。

なお、企業は、社会貢献活動（本業以外の活動）として行う生物多様性保全活動について環境報告書等で公表していることが求められる。
以上の評価基準案をまとめると、表1のとおりである。

（表1）企業の生物多様性の保全活動の評価基準（案）

	対象分野
	評価基準

	マネジメント評価基準
	経営方針
	M1　

企業の経営方針に生物多様性の保全を組み込んでいること

	
	
	M2 

企業として生物多様性に与える影響をすべての分野で量的、質的に低減することを方針としていること

	
	管理体制
	M3　

企業の環境管理システムの中に生物多様性保全管理を組み込んでいること

	
	
	M4　

生物多様性保全の視点で事業活動を統括し、生物多様性保全を推進する体制が構築されていること

	
	実施
	M5
企業活動が生物多様性に与える影響について分析し、その結果を公表していること

	
	
	M6　

生物多様性保全のための管理システムを継続的に改善するため、研究機関やNGO/NPOなどの協力を得ていること

	
	
	M7　

環境報告書等にて、生物多様性保全に関するすべての活動実績を公表していること

	
	点検・改善
	M8　

企業活動が生物多様性に与える影響を定期的に確認し、目標を達成するために計画を修正していること

	
	
	M9 
ステークホルダーと積極的に対話し、そこから得られた意見を生物多様性保全に関する方針などに反映させていること。また、外部者からの苦情や意見などについても対応する窓口を設置し、同様に方針に反映させていること

	
	
	M10　

NGO/NPOなど第三者からの外部評価を受けていること

	パフォーマンス評価基準
	直接影響
	生物多様性への影響
	P1　

企業の事業が生物多様性へ与える負の影響を回避し、最小化し、代償を行うことにより、ネットでの影響をゼロ（ノーネットロス）または正（ネットゲイン）としていること

	
	
	地域社会への影響
	P2
事業の事前事後の人文社会科学的モニタリングによって明らかとなる地域社会への影響に対し、適切な是正措置を講じていること

	
	
	ステークホルダーの参加と事後監視


	P3
(1) 事業のすべてのライフサイクルにおいて、ステークホルダーの公正な参加があること

(2) 先住民の権利が保護されていること

(3) 事後監視と是正が実施されていること

	
	間接影響
	サプライチェーン／バリューチェーン・マネジメント


	P4
(1) サプライチェーンを原料採取段階まで遡って生物多様性へ与える影響を把握し、その影響を回避又は低減していること。この結果、生物多様性保全に配慮した資材・製品の調達・購入率が100％に近づいていること
(2) 生物資源の利用から得られる利益を公正かつ公平に配分していること
(3) 生物多様性に配慮した生産・提供を行っていること

	
	
	金融
	P5　

投融資の対象となる事業者が行う事業活動が、直接影響に関する評価基準Ｐ１～Ｐ３を満たしているかどうかを確認し、満たしていない場合には投融資を行っていないこと

	
	社会貢献活動


	P6
(1) 生物多様性へ正の影響を実現していること

(2) 地域で生物多様性保全活動する場合には、当該地域で生物多様性保全のために活躍する人々の参加を得て行っていること


4.3 レベル評価表
本評価基準は、市民社会から見た際の企業活動の「理想像」である。「あまり厳しい基準を作成されると取組みへのモチベーションが失われる」「目指す地点がわかってもどうやってそこまで到達すればいいのかがわからない」などの企業からの意見も予想されることから、評価基準案では5段階にレベル分けした「レベル評価表」（別表―資料3）を作成した。

この表を用いることにより、市民やNGO/NPOなどは、企業が公表する環境報告書等を見て、または企業に対してアンケート調査などを行うことにより、当該企業の取り組みのレベルを評価することができる。

一方、企業は、このレベル表を用いることによって、現実的な目標を段階的に設定できるし、また、自らの生物多様性保全への取組みの評価にも用いることができる。
このように、本評価基準とレベル評価表が、市民やNGO/NPOと企業が共有できることになれば、両者の間のコミュニケーションは容易になることが期待できる。

5. 結論
　本検討委員会では、企業の生物多様性保全への取組みを市民やNGO/NPOなどの外部の視点から評価するための基準を設定することのフィージビリティ（実現可能性）を検討することを目的に検討を開始した。当初は、評価基準を議論するためのたたき台を作成することが目標であったが、分科会を含めて6回の委員会で議論した結果、本検討委員会がまとめた評価基準案は、評価方法についての下記の検討課題は残るが、評価基準としては十分に実用的に利用できるものが作成できた。

今後は、この評価基準案を実際の企業評価に適用し、さらに使いやすいものとするよう改善していくことが期待される。

また、下記の検討課題については、今後、市民やNGO/NPO、企業、大学等の研究者や関係者がこれらの課題を取り上げ、さらに検討・研究が進むことを期待したい。
5.1　評価方法に関する今後の検討課題
(1) 人文社会学的な評価手法

人文社会科学的モニタリングについては、まだ評価手法は確立されていないため、さらに研究が必要である。

(2) サプライチェーンにおける生物多様性への影響を把握する方法
個別の企業が、サプライチェーンを原材料採取段階まで遡ってその生物多様性への影響を調査することは現実的には非常に難しい。このため、主要な原材料ごとに主要なサプライヤーの生物多様性への影響に関する情報を収集し、共有する仕組みの検討が必要であろう。

(3) バリューチェーンにおける生物多様性への影響の軽減方法

バリューチェーンの下流における生物多様性への影響に関する情報を企業が把握する方法や具体的な取り組み方法についてはさらに調査が必要である。

(4) LCAにおける生物多様性への影響の研究
新規の資源投入が少ない製品や、長期使用、リユース、リサイクルが容易な製品の開発も結果的に原料採取段階における生物多様性への影響を緩和するものであり、これらを実施することが望ましい。その意味で、LCAにおける生物多様性への影響についてさらに研究が必要である。
(5) 総合的な評価基準

企業の事業活動による生物多様性への影響を複数の側面から総合的に評価する方法を検討すべきであろう。
5.2　国の施策としての検討課題
また、今回は、CSRとしての企業による生物多様性保全に限定して検討したが、検討委員会の議論は、広く国の政策のあり方についても議論が及んだ。以下は、そのような議論を今後の課題としてまとめたものである。今後、市民やNGO/NPO、企業、大学等の研究者や関係者だけでなく、国による検討も望まれる。
(1) 本評価基準の公共部門への適用
　本調査では、企業のCSRとしての自主的な取り組みの評価基準を検討したが、生物多様性へ負の影響を与えているのは企業だけでなく、公的部門も大きな影響を与えている。したがって、公共部門においても、本評価基準を、公共事業や政府調達など幅広く適用することを検討すべきであろう。

　　　①公共事業への適用（本基準P1）
公共事業においては、環境影響評価法に基づき、現状では、生物多様性への影響を回避、最小化する努力を行った後に残る影響は、代償ミティゲーション（法令では環境保全措置）を検討すべきとしているが、義務化はしていない。このままでは生物多様性の減少を止めることができない。このため、公共事業においては、代償ミティゲーションを実施することにより、ノーネットロスを義務化するよう関係法令を改正することを検討すべきであろう。

　　　②国の調達基準への適用（本基準P4（1））
グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）において、生物多様性に配慮した原材料や製品の調達を奨励するよう所要の規定改正を検討すべきであろう。
 (2) 生物多様性のノーネットロス政策の導入
　多数の絶滅危惧種が存在し、生物多様性の保全政策をさらに強化することが求められている日本では、米国をはじめとする諸外国の多くで既に導入されているノーネットロス政策の導入は当然に検討されるべきと考えられる。
国として生物多様性のノーネットロスを達成とするためには、企業が自然を開発する事業においては、まずは、生物多様性への影響を回避し、回避できない影響は最小化し、最小化できない影響は、代償するにより、ネットでの影響をゼロ又はネットゲインとすること（生物多様性オフセット）を法的に義務化する必要である。なぜならば、このようなオフセットは企業によってはコストを負担することになるため、自主的な取り組みとしては実施されることが期待できないためである。
日本においてオフセットの導入を検討するに際しては、諸外国の実例を十分調査し、日本の実業に応じた制度設計を行うことが重要である。なお、生物多様性オフセットについては、自然破壊の抜け道となる可能性があるとの批判がある。このため、このような事態が生じないよう、情報公開を徹底し、市民社会が受け入れ可能な透明性のある制度設計を行う必要があるであろう。　
(3) 生物多様性クレジット取引制度
上記のノーネットロス政策を実現する方法として、米国などで実例がある生物多様性バンクを日本においても導入し、生物多様性クレジットの取引制度を創設することも考えられる。これが実現すれば、今まではボランティア活動でしかできなかった自然保護活動（例：ナショナル・トラスト）や里山保全に対し市場ベースでの資金確保の道が開ける可能性がある。
しかし、このような生物多様性クレジットの取引制度では、本来は開発業者にあった生物多様性オフセットの責任が、生物多様性バンクを運営する主体に移行するため、当該バンクが永久にオフセット地を保全することを担保するような仕組みを構築する必要がある。

これについても、バンクの実績が多数存在する米国等の実例を十分調査し、日本の実業に応じた制度設計を行うことが重要である。
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�) 樋口（1996）


�) 個体群とは、ある空間を占め、交配によって子孫を残すことができる同種固体の集まりである（プリマック、1997）。


�)　サプライチェーンは、製造の川上の原材料の採取までに至る企業、個人など（以下「企業等」という）との連鎖をいう。バリューチェーンは、川上と川下の両者を含めた企業等との連鎖をいう（川下においては、企業等には最終消費者や、場合によっては廃棄物処理業者までも含まれる）。





�)　生物多様性条約では、「生物資源には、現に利用され若しくは将来利用されることがある又は人類にとって現実の若しくは潜在的な価値を有する遺伝資源、生物又はその部分、個体群その他生態系の生物的な構成要素を含む」とされている。


�) 「遺伝の機能的な単位を有する植物、動物、微生物その他に由来する素材」であって、「現実の又は潜在的な価値を有するもの」である（生物多様性条約）


�)「equitable」は、「公平」とも訳されている（小学館ランダムハウス英和大辞典）。


�) 外務省地球環境課に確認したところ、生物多様性条約の条文を引用する場合には「衡平」ということばを使うべきだが、報告書などで条文の内容を引用する場合には、「公平」ということばを使うことは差し支えないとのことであった。 


�) 事業者には、企業のほか、事業活動を行う政府や公的団体などが含まれる。


�）「環境保全措置の検討に当たっては、環境への影響を回避し、又は低減することを優先するものとし、これらの検討結果を踏まえ、必要に応じ当該事業の実施により損なわれる環境要素と同種の環境要素を創出すること等により損なわれる環境要素の持つ環境の保全の観点からの価値を代償するための措置の検討が行われるものとすること」（環境影響評価法に基づく基本的事項（環境省））。


�) このIFCの基準は、民間銀行が融資するプロジェクトにおける現地の社会環境に対して配慮するための基準である「赤道原則」でも推奨されているほか、様々金融機関の基準にも影響を与えている。


�) Business and Biodiversity Offset Program (BBOP)は、生物多様性オフセットの基準作成などを行っている団体で、企業、NGO、政府機関がこれに参加している（� HYPERLINK "http://www.forest-trends.org/biodiversityoffsetprogram/" ��http://www.forest-trends.org/biodiversityoffsetprogram/�）。


�) 「生物額的回廊」は、孤立した生息地を生息地と同じ環境からなるベルト状の土地で結ぶものである。これは、種の絶滅率は生息地の面積が大きくなるほど低下することから、種の保全のためには、生息地の孤立化は避け、互いに接続して配置されるのが効果的であるためである。


�) 保護区は、「コアエリア」、「緩衝地帯」と「移行地帯」に分けられる。コアエリアは、最も厳しい保全が行われる場所で、破壊的行為は一切禁止される。緩衝地帯は、コアエリアをとりまくように配置され、ここでは観光、教育、レクリエーションなどのコアエリアに影響を与えない活動だけが許容される。緩衝地帯を取り囲むのが移行地帯であり、保存地域の目的に沿った範囲内での資源開発や伝統的な土地利用が可能になる（樋口、1996）。


�） リオ・ティント社はBBOPにも参画している。


�) 「危機的な状況にある生息地」はIFC (2006)による。


�) IUCNによる絶滅危惧種にリスト（レッドリスト）の分類の中で最も絶滅のリスクが高い分類（Critically Endangered）を示す。5年以内に50%以上の確立で絶滅する可能性があるもの。


�) 上記の絶滅危惧IA類に次いで絶滅のリスクが高い分類（Endangered）。20年後に20%の確率で絶滅する可能性があるもの。 


�） 「遊び仕事（minor subsistence）」は、人間の経済行為としての「生業」と、精神的な行為としての「遊び」を結び、それを一直線上にとらえることにより、人間の営みの行為を、経済的、社会的なレベルに限定されていたことところから解放したもの（鬼頭、2007）。


�) IFCの基準では、この項目は、「より軽度な影響は、8項に一致した方法で緩和される」とされている。8項には、「実施可能な場合は、緩和策は、生物多様性が純減しないように計画される」とし、その方法として、①操業後の生息地の回復、②生態学的に類似した、生物多様性のために管理される地域を設定することを通じた、損失の相殺、③生物多様性の直接的な利用者への補償、の組み合わせを含む場合がある、としている。


�）HEPは、横浜市上郷開発事業（仮称）における環境影響評価において適用された（田中ら、2008）。


�) 人社会科学的モニタリングについては、鬼頭（2007）などが参考になる。


�) 例えば「国家は、特に、鉱物、水または他の資源の開発、利用または採掘に関連して、先住民の土地、領域および他の資源に影響を及ぼすいかなる事業の承認にも先立ち、先住民の代表 機関を通じ、先住民の自由で情報に基づく合意を得るため、当該先住民族と誠実に協議かつ協力する（第32条2項）」など。


�) LCA手法である日本版被害算定型影響評価手法（LIME）においては、絶滅危惧植物への影響を評価する手法が開発されている。 
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